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【資料】
1936年全国労働関係委員会の「裁定と命令」（下）
イーンター ナショナル・ハー ヴェスター 社
労使協議会制度に関する資料(5)一
伊藤健市
裁定 (DECISION)
事件の概要 (Statementof Case) 
調査結果から得られた事実 (Findingsof Fact) 
I 被告について (TheRespondent) 
I 組合について (TheUnion) 
II ハーヴェスター労使協議会制度(TheHarvester Industrial Coun-
cil Plan) 
A フォート・ウェイン工場における労使協議会制度の採択
(Adoption of. the Plan at the Fort Wayne Works) 
B 労使協議会制度の現下の機能
I 
(Present Functioning of the Plan) 
1 従業員代表の選挙(Electionof employee representatives) 
2 準備のための会合 (Preliminarymeetings) 
3 工場協議会の会合ー小委員会ー1936-37年の協議会
(Works Council meetings -Committees -1936-1937 
Council) 
a 小委員会にかかわる委員会(Committeeon Committees) 
b 安全・保健・衛生委員会 (Safety,Health and Sanitation 
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Committee) 
c 従業員サービス委員会 (Employes'ServiceCommittee) 
4 従業員代表とフォアマンおよびフォアマン助手との接触
(Employee representative contacts with foremen and 
assistant foremen) 
（以上，第44巻第 5号。以下，本号。）
I 
1 従業員代表 (Employeerepresentatives) 
2 従業員代表と選挙区の従業員との接触
(Contact of employee representatives with constituents) 
3 労使協議会制度に対する経営側の支援
(Management support of the Plan) 
a 労使協議会制度と従業員にとって望ましい他の諸活動や
給付との連携
(Linking of Plan with other activities and benefits 
obviously desirable to employees) 
(1)クレジット・ユニオン (TheDredit Union) 
(2)アスレチック協会 (TheAthletic Association) 
(3)休暇制度，年金制度 (VacaガonPlan ; pension plan) 
b 工場協議会の議事録 (Minutesof the Council) 
C 新入社員向けの情報とアドバイス
(Information and advice given to newly-hired 
employees) 
d 被告の労使協議会制度に対する推奨
(The re紗ondent'srecommendation of the Plan) 
e 被告の労使協議会制度に対する財政的支援
(The re沙ondent'sfinancial support of the Plan) 
(1)従業員代表への支給額 (Moneypaid to employee repre-
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sentaガves)
(2)経営側による労使協議会制度に関する全支出の支払い
(Management payment of al expenses of the 
Plan) 
c 最近の労使協議会制度の変更点 (Recentchanges in the Plan) 
1 自動車労働委員会が関与した時期ー1935-36年一
(Automobile Labor Board period-1935-36) 
2 1936年の従業員代表の選挙 (1936 elections for employee 
representatives) 
D 労使協議会制度のもとでの「団体交渉」
(The "Collective bargaining" that has resulted under the 
Plan) 
IV 結論 (Conclusion)
I 
I 
法的結論 (Conclusionsof Law) 
命令 (ORDER)
B 労使協議会制度の現下の機能
I 
労使協議会制度の枠組みに関する以上の記述の他に，同制度が従業員の
職業生活の中で占める位置をより十分に理解するためには，その常日頃の
状況と，工場における他の諸活動との関係で，同制度が示す特定の局面に
ついてより詳細に分析する必要がある。
1 従業員代表
従業員代表は一度選ばれると，たいていの場合，その選挙区の従業員に
よって再選されている。 1935年に工場協議会にいて， 1936年に再選された
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6人の従業員代表の内，一人は1928以来，一人は1930年以来，一人は1932
年以来，一人は1933年以来（彼は制度が始まった最初の 1年半の間も務め
ていた），一人は少なくとも1933年以来，そして最後の一人は1935年以来従
業員代表を務めていた。ここで検討している種類の組織で，このような再
選と同一代表者の長い在職期間が常態化していることは非常に重要なこと
である。これらの代表者の多くが，お互いに心を許しあった経営幹部と定
期的に繰り返しつき合うようになると，彼ら自身を経営側とその機構の一
部とみなし， したがって，彼らが経営側と交渉する目的のために表向きは
従業員の代表として選出されていることを忘れる傾向がある， と信じるこ
とは理由のないことではない。（注記によると，毎朝数分間，雇用部に集ま
って，討議すべきことがあるかどうかをチェックし，伝えることがあるか
どうかを雇用管理者に確認するのが従業員代表の習慣となっていた模様で
ある。）従業員の多くは，従業員代表が経営側志向で，彼らが代表している
従業員の利害よりも，彼ら自身の個人的な利害と経営側の利害を重視して
いる，と感じている。
従業員代表の任務に対してその何人かがまったく関心を持っていないこ
とは，もう1つの重要な要因である。ある事例では，特に従業員代表の推薦
と選挙を取り巻いている状況と従業員代表本人については，従業員代表の
任期と選出された特定の従業員がほとんど他の従業員から評価されておら
ず，その特定の従業員の選出は「おふざけ」と見られていた。この点に関
しては，労使協議会制度に対して従業員の多くがほとんど大した関心を持
っていないことも重要である。例えば，ある従業員は次のように証言して
いる。
「コンロイ氏（証言者が選出した従業員代表）はあなたが良く知って
いる部門で何かしてくれましたか・・・。彼はその部門の労働者のため
に何かしてくれましたか。」
「そうですね，私は知りません。もちろん，私はそういったことはま
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ったく気にも止めていませんでしたから。」
1936年に従業員代表として選出されたもう一人は，彼が選出される以前の
工場協議会に関して，「私は決してそれに多くの注意を払わなかった」と述
べていた。「一般 ("rankand file")」労働者の証人として被告から推薦さ
れたもう一人の従業員は，次のように証言している。
「あなたは，彼（証言者が選出した従業員代表）があなたの代表を務
めていた時に，代表者として何を行ったか知ってますか。」
「今すぐに思い出せることはありません。」
当該の従業員代表は少なくとも1933年から工場協議会で代表を務めてい
た。以上のような従業員代表と従業員の態度は，団体交渉方法としての同
制度の有効性をある程度しか匂わしていない。
従業員代表として選出されたいと思っている従業員は，立候補にあたっ
て基盤とする公約はなかった。したがって，選挙は投票する従業員の側で
の政策決定を含んでいない。ライバル候補者のどちらを選択するかは，社
交団体での選挙あるいは友愛組合での選挙に見られるのと同じ基準でなさ
れている。それにもかかわらず，そこでの選択が従業員の同制度への参加
のすべてをなしているのである。
2 従業員代表と選挙区の従業員との接触
労使協議会制度の顕著な特徴は，集団としての選挙区の従業員と従業員
代表の接触が完全に欠如している点にある。同制度には従業員の会合規定
はないし，制度の運営は一般集会やそれと類似の手続きといったシステム
を作っていなかった。その代わりに，従業員代表は就業時間中に個別の接
触のみで彼の選挙区の従業員の要望を確認するのである。したがって，従
業員代表は個々人の苦情と個々の問題の調整に彼の時間の大部分を費や
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し，同制度が主にこういった問題だけに関係していることを見出すのは，
何ら驚くようなことではない。個々の従業員は，従業員集団全体の関心事
である全般的な賃上げ，労働時間の変更，休暇制度，その他の問題を支持
しないのである。このシステムの有効性が，個人別の接触によって個別の
苦情を表面化させることにあったとしても，それは集団的な利害と従業員
の問題を代表者あるいは従業員がお互いに知る望ましい方法とみなさない
のである。
3 労使協議会制度に対する経営側の支援
労使協議会制度に対する経営側からの支援という側面は，仕事と社会的
活動・運動競技活動の両面を持って同制度がフォート・ウェイン工場の従
業員の日々の生活に織り込まれている範囲をうまく伝える方法で記述する
ことは難しい。何年にもわたる同制度の運営を通して，その健全性を確信
している経営側は，それを支援する試みを慎重に行ってきた。その結果，
今日では，工場にいる平均的な従業員は，同制度を機能させるために注意
深く構築された機構の存在を認識することなしに受け入れているのであ
る。以下の論議は，こういった重要な支援に関連している。それらが積み
重なって得られる効果は後で検討されるであろう。
a 労使協議会制度と従業員にとって望ましい他の諸活動や給付との連携
明らかに従業員にとって有益で，彼らが望んでいる活動や労働条件と連
携できるところでは，労使協議会制度は他の活動の結果として生じる利益
によって信頼を獲得し，工場での生活の不可欠な部分と従業員からは見ら
れている。そういった諸活動のいくつかと労働条件は以下のようなもので
ある。
(1) クレジット・ユニオン
この点に関する連邦法によって公認されたクレジット・ユニオンは，1935
年2月にフォート・ウェイン工場で組織された。（注記によると，連邦クレ
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ジット・ユニオン法 (FederalCredit Union Act)のことである。）経営側
は，他の工場でクレジット・ユニオンを設立した後に，フォート・ウェイ
ン工場の工場協議会にその価値を推奨した。次に，選出された代表者は，
提案されたクレジット・ユニオンに関する情報をその選挙区の従業員に知
らせた。その内の6人が労使協議会制度の下で選出された従業員代表であ
った発起人たちは，クレジット・ユニオンを検討する50人のグループを次
に選んだ。連邦職員の援助の下で，クレジット・ユニオンは組織されてい
る。（注記には以下の点が指摘されている。クレジット・ユニオンの役員で
ある会長，副会長，会計書記は従業員である。彼らの活動の大部分は就業
時間中に行われるが，被告は賃金を失うことなく労働時間中に活動するこ
とを許可している。役員は理事会に指名される。理事会は，組合員の年次
総会で選出される。 5人で構成されるクレジット委員会もこの年次総会で
選出される。クレジット委員会の機能は，融資申入書を調査し，認可する
ことにある。経営側は，クレジット・ユニオンに事務所を提供し，緊急融
資の場合は給与から天引きし，一般的に必要に応じて協力している。）
クレジット・ユニオンが非常にうまく運営されていることが証明され，
組合員は急増した。審問当時， 1744人の組合員がおり，その時点での貸出
総額は10万3537.11ドルであった。人気の理由はその機能から明白である。
それは低い利率で，かつ担保なしで従業員が金を借りれるようにすること
を目的としていたのである。
従業員代表は，組織化と当初の活動で主要な役割を演じていた。出願書
類に署名した 8人の発起人の内， 6人は従業員代表であった。（総勢7名の）
理事会に従業員代表は2人おり，設立委員によって選出されている。 2人
は今でもクレジット委員会に出席している。クレジット・ユニオンに従業
員代表がいるということの重要性と，その結果クレジット・ユニオンと労
使協議会制度との連携は，さまざまなやり方で強められた。工場協議会の
議事録には，従業員に対してクレジット・ユニオンに関する情報を彼らの
従業員代表に求めるようアドバイスする声明が何度も載せられている。例
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えば次のような表現が見られる。「もし関心があるなら，あなたの工場協議
会の代表者と連絡を保ちなさい」(Bd.Ex.41,18ページ）。「万ーにもクレジッ
卜帳 (passbook)を入手できないなら， どうかあなたのCouncilmanある
いは会計書記に知らせて下さい。そうすればクレジット帳を即座に入手で
きます」 (Bd.Ex.46,19ページ）。「クレジット・ユニオンの組合員になりたが
っている従業員は，工場協議会の代表者に問い合わせるべきである」 (Bd.
Ex.47,17ページ）。「追加情報は，あなたの工場協議会の代表者にお尋ね下さ
い」 (Bd.Ex.61,2ページ）。ある会合において，工場長がクレジット・ユニオ
ンを称賛した後で，「工場協議会議事録の多くの記事がクレジット・ユニオ
ンの貯蓄・貸付面での種々の特徴を説明する目的に役立つかもしれない」
(Bd.Ex.45,12ページ）と語っていた。従業員代表には，その選挙区の従業
員に配る申込書が渡されていたし，従業員から申込書を預かっている。ク
レジット・ユニオンの財務状態の報告は，定期的に工場協議会になされ，
議事録にも記載されている。
クレジット・ユニオンは経営側によって直接設立されたものではなく，
法律に従って経営側が組織しているが，経営側が運営していない機関であ
ることは事実である。それにもかかわらず，従業員代表の活動や工場協議
会議事録といった手段を通して，クレジット・ユニオンは従業員の広範な
関心を集め，この従業員の関心という点で労使協議会制度と結合されてい
t~ 
~o 
(2) アスレチック協会
クレジット・ユニオンと同様，アスレチック協会は工場において従業員
に良く知られた組織である。すべての従業員はこの組織のメンバーで，会
費はいらない。それは，従業員間で続けられてきた多くのアスレチック活
動を管理し，総会を演出し，クリスマスにはキャンディーを配ばり，キャ
ンディーなどを売る売店を運営し，さらに類似の活動に従事している。そ
の資金から，各種競技会に賞金を出している。
ここでも，従業員が望んだ組織が労使協議会制度と連携している。各種
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競技会は従業員サービス委員会が工場協議会で詳細に報告し，それに関す
るすべての情報は工場協議会の議事録で公表されている。アスレチック協
会の年次総会において，議長を務める経営側の役員が主要な従業員代表に
講演を依頼し，彼らを同協会の委員に任命する。同協会の総会を知らせる
チラシには，そのチケットは「あなたのフォアマンあるいはあなたの
Councilman」から入手できると宣伝されている (Bd.Ex.59)。ある特定の
競技会の入場券は，工場協議会の代表者から入手できる。
(3) 休暇制度，年金制度
上記のインターナショナル・ハーヴェスター社のシステムは，多くのエ
場に及んでいる。しかし，同社の休暇や年金などに関する方針が各工場に
同じように適用されねばならないことは当然である。それゆえ，そのよう
な制度に対する要請が，ある工場の工場協議会で始まったとしても，その
問題が本社で決定されねばならないことは明らかである。だが，一度この
ような方針が被告によって決定されると，慎重に，各工場の工場協議会と
いうメカニズムを通して採択が発表され，そういった方針の採択に関して
労使協議会制度に謝辞をなすことが行われるのである。このようにして，
従業員は工場協議会が直接そういった種類の改革をもたらしてくれると信
じ込まされることから，労使協議会制度に対する好感が剌激されるのであ
る。例えば，文書による休暇制度の発表に添付された従業員宛の社長の手
紙は，次のような書き出しで始まっている。「永年にわたる人念な検討の後
で，当社の取締役と経営幹部は年次休暇制度を作り上げ，ここに提案して
いる。そこには，工場協議会が多大な支援をなしてくれている」 (Bd.Exs.
36,37ページ）。同じように，多くの従業員が休暇制度の恩恵を享受できるよ
うに1936年に修正された時には，経営側の発表した声明には次のような内
容が含まれ，同じものは工場協議会の議事録にも記載されている。「いくつ
かの工場協議会において，代表として選出された者の要請で，経営側は従
業員が休暇制度の資格を得る年月日に配慮した」 (Bd.Ex.52,14ペー ジ）。フ
ォート・ウェイン工場の工場協議会では変更に関する議論はなされていな
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かったが，声明それ自体とそのあいまいな言葉遣いは，フォート・ウェイ
ン工場の工場協議会もその変更に預かれるものとした。
労使協議会制度と以上のような有益な活動との結合によって，従業員が
望む結果が達成されたことは， 1935年3月に工場協議会側の候補者によっ
て配られた選挙運動パンフレットが示している。この選挙は，自動車労働
委員会によって行われた工場協議会側の候補者と組合側の候補者との間の
選挙に先立つものである。この選挙運動パンフレットは次のように述べて
いる。
「工場協議会があなたのために獲得してくれたもの」
「有給休暇：他のトラックあるいは自動車工場には休暇制度はない。」
「36時間に対する40時間分の給与：この産業の他工場でこの基準で賃
金を調整している工場はない。」
「休暇に対する先任権と勤続権(servicerights) : 従業員共済組合と年
金は他の産業よりもはるかに気前がいい。」
「ロッカーとシャワー。」
「駐車スペー ス。」
「経営者との日々の接触，そしてあなたの福祉に影響するすべての問
題を経営者と交渉する権利。」
「私たちは，あなた方がこのような関係を続けたいと思っていると信
じています。もしそうなら，工場協議会側の候補者に投票を。」 (Ed.Ex.
40) 
ここでの主張は，故意に偽ったものではないにしても，明らかに誇張しす
ぎである。フォート・ウェイン工場の工場協議会は，他の列挙された制度
と同様，休暇制度や先任および勤続に伴う諸権利に何ら関係していなかっ
た。「日々の接触 ("dailycontact")」は工場協議会によって保証されたも
のではなかった。それは，経営者が労使協議会制度を設置しようと決定し
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た時に，経営側から従業員に与えられたものである。確かなのは，ロッカ
ーやシャワー，そして駐車場スペースがともかくも提供されたことだけで
ある。この点に関して，「一般」労働者の証人として被告が指名した従業員
は次のように証言している。
「さて，古くからのハーヴェスターの労働者として， もしまったく代
表制度がなかったなら，あなたは今扱われているのと同じように扱われ
ていたと思いますか。」
「そうですね，ないよりは少しは良かったと思います。」
それにもかかわらず，制度を先に見たすべての問題に関係させることで，
労使協議会制度の支持者が同制度を弁護して上述のような主張を前面に押
し出すことを可能にしたのである。
b 工場協議会の議事録
それぞれの工場協議会の会合の議事録は，被告によって定期的に公表さ
れていた。それらは読みやすいように，ポケット・サイズの小冊子形態で
印刷されていた。議事録は，これまでさまざまな方法で配布されたが，今
日ではそのやり方は部門によって違っている。従業員代表，フォアマン，
警備員，従業員は，それぞれ議事録の配布で何らかの役割を演じている。
だが，配布方法はあまり重要ではない。重要な点は，被告がこの小冊子を
各従業員に配布しようとした点であり，そのため家に持って帰るのに便利
な形態をとり，従業員とその家族の間で広く議事録を配布することを目的
とするものとなったのである。
議事録は，すべての委員会報告を含めて工場協議会の会合を完全に解説
するものとなっている。このことは，すでに指摘したように，運動競技関
係のイベント，クレジット・ユニオンの活動とその財務状態，そして類似
の問題の報告が議事録に記載されることを意味している。各種の競技リー
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グ期間の成績はすべて報告され，その結果，議事録の一部は新聞のスポー
ツ面のコラムに似たものとなっている。選挙の報告は適宜行われる。議事
録は，工場協議会での討議内容の要約，社会保障法や全国労働関係法とい
った従業員に影響を与える法律の条項，独立宣言と憲法の写し，そして安
全装置や安全施策を扱っている短い論文の再録，最新の天気に関する助言，
工場における各種部門の仕事などを含んでいる。しばしば絵入り形式での
安全のヒント，工場間の安全コンテスト，事故の分析と防止方法，工場装
置の写真，フォート・ウェイン工場チームの写真， といったもの力噌義事録
に点在している。議事録が含んでいるこれらの問題すべてが，実際上，エ
場従業員とその家族に望まれたものであることは明確である。「一般」労働
者の証人として被告に指名された従業員は次のように証言している。
「あなたはこれまでに工場協議会の会合の議事録のどれかを隅から隅
まで読んだことがありますか。」
「それはなかったと思います。」
「それでは，あなたはこれまでどれかの議事録の大部分あるいは数ペ
ージを読んだことはありますか。」
「そうですね，ゴルフやボーリングあるいはそういったスポーツにつ
いての記事なら読みましたね。」
「それじゃ，あなたは工場協議会のその他の活動よりもスポーツに関
する活動に興味を持っていた，そうですね。」
「その通りです。」
議事録は，実際には，被告によって工場新聞 (plantpapers)として用い
られていたのである。労使関係部の部長は，この点に関して，次のように
証言している。
「我々はこれらの議事録が代表者によって正当に評価され，それが交
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渉機関の活動だけでなく他の貴重な情報を含んでいることに気がつく。
家庭を持つ人々は年金制度や休暇制度に関心があり，そして議事録は従
業員が一般に興味を持つ問題を知らせ， もし我々がこれらの議事録の印
刷を中止しようとすれば，従業員からかなり大きな不満の声を聞くこと
になると信じている。なぜなら，従業員は彼らが求める情報を絶えず得
ているし，彼らはそうすることを求めるし，それは彼らの権利だからで
ある。」
工場協議会の議事録にそういった問題を含めることは，それはそれで重
要なことである。なぜなら，そういったことは，従業員が労使協議会制度
からすべてを得ている，それゆえ同制度が彼らにとって良いものである，
という信念を持たせる効果があるからである。彼らは，同制度があったと
しても，なかったとしても，情報を受け取れるとは考えないであろう。な
ぜなら，どんな巨大企業でも， もしうまく管理されておれば，従業員に情
報を提供することが望ましいことを実際上見出しているからである。
C 新入社員向けの情報とアドバイス
新入社員向けのアドバイスと情報で，被告は労使協議会制度をその工場
で確立した制度とみなしているように思われる。それゆえ，新入社員には
年金制度，休暇制度，従業員共済組合に関する小冊子とともに同制度を説
明している小冊子が配られる。（注記によると， 1908年に設立された従業員
共済組合は，全社的な組織であって，被告とその従業員の両者から拠出さ
れ，疾病・事故・死亡給付金を支払っている。それは，従業員側と経営側
で構成される理事会によって統制されている。年金制度も1908年に設置さ
れている。なお，以上の点について詳しくは，伊藤健市「インターナショ
ナル・ハーベスター社の新入社員向けパンフレット」（『大阪産業大学論集
（社会科学編）』第101号， 1996年3月）を参照のこと。）経営側は，一般に，
交渉あるいは苦情の検討では工場協議会の代表者が新入社員の代表を務め
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ると説明し続けている。この点に関する被告の回答は次のような内容であ
った。
「当社は，新入社員がハーヴェスター労使協議会制度の存在を教えら
れることを承認し，そして仲間の従業員から正当に選出され，現在その
役割を担っている代表者が，もし新入社員が望むなら彼らの代わりに交
渉できることも認めている。」
フォアマンは， しばしば同制度を新入社員と討議し，その有益性を指摘し
ている。あるフォアマンは次のように証言している。
「フォアマンとして，工場協議会について新入社員に話すよう指示さ
れましたか，そして工場協議会がどのように機能しているのか，さらに
新入社員の代表者について話すようにも指示されましたか。」
「はい，我々は新入社員と同席し，彼らの信頼を得，彼をくつろいだ
気分にさせ，工場協議会について話し，それがどのように運営されるか
を話し，いろいろなやり方で道具を使う方法や安全第一，そして工場内
の巡回点検といったことを話すように頼まれています。」
彼は後に，指示は労使協議会制度の細部にまで立ち入るという条件付きで
はないものの，新入社員と友好関係を築く方法の一部として，労使協議会
制度について語り，そうすることで彼を同制度に慣れさせようとするもの
であったと指摘している。従業員代表は，たいていの場合，フォアマンに
よって新入社員に紹介されている。従業員は組合の存在は一般に知らされ
ていない。
新入社員にこのような情報とアドバイスを与えるやり方は，ただ1つの結
果を招きうるだけである。同制度への特別な支持が人事部 (personnel
office)や管理職からはっきりと要求されたものではないにもかかわらず，
1936年全国労働関係委員会の「裁定と命令」（下）（伊藤） (937) 69 
工場に存在する交渉機関にそれほど関心のない普通の従業員に対する効果
は，同制度を疑いを持たずに受け入れるものとなし，あるいは経営側が完
全にそれに賛同しているから受け入れるものとなす点にある。1935年4月か
ら，およそ600~700人の新入社員が同じような扱いを受けてきたことを考
えあわせれば，こういったやり方の重要性は明白である。
d 被告による労使協議会制度に対する推奨
被告は，制度に賛成していることと，工場での継続を切望していること
を公然と表明している。そういった姿勢を従業員に知らせる機会は必ず利
用されている。工場協議会の会合や事前会合，そして公表される手紙，上
級の経営陣は繰り返し同制度を賞賛している。このような賞賛の言葉は，
一般に議事録に記載される。そうすることで，制度に対する経営側の認可
はすべての従業員とその家族に回覧されるのである。
工場協議会の会合で議長を務める労使関係部の部長は，次のように証言
している。
「その最後の点で，ケルデーさん，あなたは制度が優れたものと考え
るのですね。」
「おっしゃる通りです。私はそれが何年もの長い期間にわたって非常
に満足に機能していると確信しております。」
「もし，従業員があなたに対し制度をどう考えておられるのですか，
と尋ねたなら，あなたはそれは良い制度であると思うと彼に話すのです
か。」
「もし従業員がそのように尋ねたとすれば，良い制度だとためらわず
にいうでしょう。さらに，それは従業員に共通する利益をもたらすもの
として機能してるとも伝えるでしょう………。」「私は経営側はそれがう
まく機能しているがゆえに，賛同していると信じています。」
「…•…••特にフォート・ウェイン工場において，あなたは労使関係部
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の代表と各工場の工場長がハーヴェスター労使協議会制度を賞賛する発
言を，首尾一貫，繰り返し行っていたことを否定しませんね。」
「私は議事録がその点を示していると思います………。」
さらに，被告は次のように回答している。
「当社は，フォート・ウェイン工場の工場長と労使関係部の部長が，
従業員代表制による団体交渉の利点を賞賛していたことを認める」，そし
て「工場協議会の会合でハーヴェスター労使協議会制度の長所とその実
績に」言及したことも認めている。
労使関係部の部長が全国労働関係法を話題にした1935年8月14日の会合
で，彼は次のように述べてその発言を締め括っている。
「従業員代表制の承認を従業員に求めた時に出された1919年3月10日付
けの従業員宛の手紙で，ハーヴェスター社の社長は次のようにおっしゃ
っています。
『もしこの制度が採択されたなら，それは我々が一般に工場内で持っ
ている関係を実質的に深めるであろうし，我々すべてにとってより大き
な満足と福祉をもたらすことでしょう。このことが私の希望であり，信
念であります』，と。
全国労働関係法が，従業員代表制としてのハーヴェスター労使協議会
制度が従業員と同社の経営陣にもたらしたのと同じ程度の満足感を，ア
メリカ産業全般にもたらすことが期待されています。」 (Bd.Ex.46,22ペー
ジ）
1935年5月17日の会合において，フォート・ウェイン工場の工場長は，「製
造業における自分の全体験を通じて，ハーヴェスターの労使協議会制度と
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同等かそれを凌ぐ団体交渉制度に出会ったことはない，それは最も素晴ら
しい交渉機関の 1つであった」(Bd.Ex.42,7ページ）と語っている。議事録で
公表された工場長への手紙で，被告の副社長ジョーンズ (A.A.Jones)は，
1936年の選挙について言及し，次のように述べている。
「我々は，ハーヴェスターの従業員が，一般に工場協議会と従業員が
切望する方法で制度を続けることにおいて従業員と協力する準備ができ
ているという当社の姿勢が持つ独特の価値を認めていると信じる。」
(Bd.Ex.53,12ペー ジ）
工場長は，従業員代表とともに開催する事前会合において，制度を支持
するのをためらうことはなかった。 1935-36年にこれらの会合に出席し
た従業員代表の一人は次のように証言している。
「あなたは今までに彼（工場長）がハーヴェスター労使協議会制度を
従業員が従うべき制度として推挙するのを聞いたことがありますか。」
「彼は，労使協議会制度とハーヴェスター・システムが存在していた
期間に，それが従業員と会社の相互の利益に役立っていると推奨し，そ
してどちらかというと，調和や一つの大家族の幸福にとってこの制度が
外部組織や独立組織に比べて最良の制度であることを信じていました
・・・・・。」
「それじゃ，あなたが出席したこれらの会合において，そこでの話題
の中でどれぐらいの頻度でハーヴェスターの制度を支持していました
か。」
「そのほとんどにおいて支持していました。すべてでとまではいいま
せんが，実質的にはほとんどの会合で支持していました。」
経営側は，フォアマンが従業員代表制の運営に関して中立的な立場を堅
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持することを望むと述べていたが，同制度に対する経営側の公然たる賞賛
で満ちあふれた雰囲気の中でこのような中立的な立場をとれないことは明
白である。その意味では，故意あるいは習慣的に，彼らはただ型通りの機
能を実行しているだけで，多くのフォアマンが制度に賛成し，外部の労働
組織の権威を失墜させる話をしていた。例えば， 1935年に，あるフォアマ
ンは何人かの従業員に，被告は工場内では組合を認めないであろうと述べ，
組合に加入しないよう忠告していた。工場長は，そういった事態が彼の注
意を喚起した時に，そのフォアマンを訓戒している。だが，事実として重
大なのは，そのフォアマンが思ったことをそのまま日に出していたことと，
公然とそういった意見を表明したということにある。なぜなら，従業員は
工場長ではなく，フォアマンと接触しているからである。また，あるフォ
アマンは組合の会合に従業員が出席したかどうかを尋ねている。別のフォ
アマンは，ちょうど組合に加入したばかりの従業員を批評して，「ハンクは
5ドルを無駄にしたな，それを大切にしまっておくべきだったな」と語っ
ていた。ある部門で配られた組合加入申込カードは，その部門の何人かの
従業員によってフォアマンのところに持って行かれた。なぜなら，そのよ
うなやり方に彼らが不賛成であることを示せば，そのフォアマンは共感す
ると信じたからである。（注記は次のように指摘している。外部の労働組合
は当然のことながら，さまざまな方法でハンディキャップを付けられてい
る。組合は，掲示板は工場の情報だけを載せるものだとして，使用を拒絶
されている。）
e 被告の労使協議会制度に対する財政的支援
当初から，労使協議会制度は被告によって全面的に支援されていた。こ
の点に関しては疑問の余地はない。なぜなら，被告は進んで財政的支援を
与えていたからである。被告は，労使関係部をシカゴに持っていた。この
労使関係部は，全工場で労使協議会制度を活性化し，機能させることを，
とりあえずはその任務としていた。同制度の最初の規程第3条は次のよう
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に規定している。つまり，「この制度の実施を支援するために，当社は労使
関係部を創設した。同部は，労務施策と従業員の福祉に関するすぺての問
題に特別の注意を向けることに責任がある」。労使関係部の代表は，さまざ
まな工場の工場協議会で常に議長を務めていた。この複雑な組織全体は，
非常な注意を払って監視され，守られていたのである。労使関係部の運用
に当てられた費用は，その大部分が同制度を支えるために使われ，その他
のことはほとんど気にも止められていなかった。
工場での財政的支援は2種類あった。
(1) 従業員代表への支給額
すべての従業員代表は，労使協議会制度に関する業務で失った通常の執
務時間に対して補償される。その補償は，従業員代表の通常業務での給与
額に基づいて支払われる。その業務の大部分は，従業員代表だけの事前会
合あるいは工場長との事前会合，工場協議会の会合，小委員会の会合と小
委員会での活動である。その最後の活動には，安全巡回点検，選挙区の従
業員との接触，苦情を調整しようとする際のフォアマンとの接触といった
ことがある。従業員代表として使われた時間の大部分は苦情の処理である。
すなわち，苦情と関係している従業員との接触やフォアマンあるいはアシ
スタント・フォアマンとの接触である。月々の巡回点検は通常まる 1日か
かる。工場長との事前会合は，従業員代表だけの会合を含めて，およそ 3
時間かかる。月例の協議会会合もほぼ同じ時間を要する。これらすべての
従業員代表の活動は，就業時間中に，会社内でなされている。従業員代表
は，どれぐらいの時間が工場協議会の業務に要されたのかを，実際上自由
に決定している。そこには彼らの活動を制限しようとする試みはない。（注
記によると， 1927年当時，工場協議会に余りにも多くの時間を費やしすぎ
ているとして， 1日2時間に制限された。しかし，この制限は取り払われ，
従業員代表自身が工場協議会に費やす時間を判断できることになった。）上
で列挙され，別のところでも説明された活動は，経営側との会合の範囲を
明らかに超えている。被告はそれを認めているが，そのような支援は当然
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のことだと述べている。この点は後で検討する。
(2) 経営側による労使協議会制度に関する全支出の支払い
労使協議会制度を実施するのに伴う出費のすべては，被告によって負担
されている。投票用紙，掲示，印刷，投票計算係と立会人といった選挙に
かかわる道具ー式，会合場所，議事録などは被告によってその代金を支払
われるかあるいは提供されている。工場協議会の議事録は被告によって印
刷されている。工場協議会の会合，工場長との事前会合，小委員会の会合
といった会合の知らせは経営側によって準備されている。従業員は同制度
の維持費として 1セントも寄与していない。会費もない。次の点も被告は
認めている。「当社は，ハーヴェスター労使協議会制度の運営に付随する全
出費を負担している。………当社は，フォート・ウェイン工場において従
業員が彼らの代表者を選出する目的で従業員によって行われた選挙に付随
するわずかな出費も支払っている」。
c 最近の労使協議会制度の変更点
以上の議論は，全国労働関係委員会の審問当時における制度の機能にで
きる限り肉薄しようとしたものである。同制度に関する当初の声明との比
較は， 1927年にフォート・ウェイン工場で開始されて以来ほとんど変更さ
れていないことははっきりしている。しかし，どちらかといえば最近の部
類に入る 2つの状況は説明を要するものである。
1 自動車労働委員会が関与した時期ー1935~36年一
1935年，自動車産業の使用者と従業員組織との協約に従って．全国産業
復興法下の自動車産業に対する規約 (Codefor the Automobile Industry) 
の下で自動車労働委員会が設置された。自動車労働委員会は，自動車産業
のさまざまな企業で交渉機関を設立しようと試みた。そこでは，少数派の
代表者を保証するために，同委員会によって行われた選挙での得票数に比
例して従業員組織が構成されていた。被告は，そのフォート・ウェインエ
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場で自動車労働委員会の交渉機関の設立に同意した。したがって，自動車
労働委員会は1935年に，従業員代表のために推薦選挙と最終選挙を行った。
推薦選挙の結果， 2人の候補者が選出された。 1人は工場協議会を代表す
る人物で1172票を獲得し， もう 1人は組合（アメリカ労働総同盟の候補者）
を代表する人物で782票を獲得していた。最終選挙では，組合候補者と争っ
ていた6人の工場協議会側の候補者全員が選出された。自動車労働委員会
は，次に，同工場の従業員のための交渉グループが，選出された 6人の従
業員代表と同委員会によって追加指名された 5人の従業員代表で構成され
るべきである， と裁決した。彼らの内， 4人はアメリカ労働総同盟傘下の
組合を代表して指名され，残りの 1人は推薦選挙で240票を獲得していた独
立組合を代表した。指名された従業員代表は，工場長と直接交渉して苦情
処理することは許されなかったが，正規に選出された代表者として扱われ
ることが要求されていた。
このようにして，以前の 6人に代わって11人の従業員代表がおり，彼ら
の任期は1935-1936年となるはずであった。だが，自動車労働委員会に要
求されたこの変更といくつかの点での小さな変更は別として， 1935-1936
年の工場協議会は以前の制度の下での工場協議会と同じように運営されて
いた。新しい工場協議会の議事録は，基本的な点では以前の制度と何ら変
わっていなかったことを示している。以前の制度に関する自動車労働委員
会の影響は， 1935年5月7日に開催された臨時会合で検討されている。従業
員代表は，被告の社長によって文書で歓迎を受けた。その内容は工場長に
よって次のように披露されている。
「新たに選出されたか，指名されたフォート・ウェイン工場協議会の
代表者に，ハーヴェスターの取締役と役員が心から歓迎していると伝え
て下さい。」 (Bd.Ex.42,5ペー ジ）
次に，工場長は短い話をし，その中で次のように述べている。「自動車労働
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委員会によって定められた制度は，何年もの間この工場において影響力を
持っていた制度と非常に良く似ている………。これまで何年もの間機能し
てきた我々の工場協議会制度は，労働者が自分たちの代表者と接触し，そ
こで労働者が苦情を述べる満足のいく手段を提供してきた………，工場協
議会制度は是正を必要とするどのような労働条件にも経営側の注意を向け
させる理想的な方法であった」 (Bd.Ex.42,7ページ）。彼は，「新しい代表者
は協議会の手続きをもっと良く知らねばならない」（同上， 9ページ）と強
く主張している。議長—労使関係部の部長—は，それから，自動車労
働委員会の規則を話題にし，労使協議会制度と違ういくつかの点を指摘し
た。その相違点は次のようなものである。①選出された代表者の他に指名
された代表者がいること，②任期は6カ月ではなく 1年であること，③フ
ォート・ウェイン工場では使われたことはなかったが， リコール手続きが
わずかに異なっていること，④代表者は被告の従業員である必要はないこ
と，である（①～④の番号は伊藤による）。彼は次のように結論づけている。
「自動車労働委員会の規則と命令は，ハーヴェスター社で行われていたや
り方に非常に順応するものであったことは興味深い。事実，………工場協
議会制度は，団体交渉を遂行する際により広い許容度を従業員に与えてい
る」（同上， 16ページ）。彼はそれから工場協議会の手続きーー役員の指名，
小委員会の機能，工場協議会の会合での議事の順序といったこと一~を説
明した（同上， 18と20ページ）。彼は，「ハーヴェスター社は16年間工場協
議会制度を持っていた。このことは，それが団体交渉にとって満足のいく
機関であることを証明している」と結論づけ，「メンバーは工場協議会制度
と交渉機関の下で機能し続け，過去の規則は自動車労働委員会の規則と命
令と対立し，同委員会の規則に従うよう提案した」（同上， 20ページ）。こ
の提案は承認されている。その結果， 1935-36年の工場協議会の組織と活
動はそれまでと同じであり，ただ6人と違って，その間は11人の従業員代
表がいたことだけが違っていた。交渉機関は，「フォート・ウェイン工場協
議会，ハーヴェスター労使協議会制度」，つまり自動車労働委員会選挙の前
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に使われていたのと同じ呼び方で知られていた。
被告は， 1935年に労使協議会制度が自動車労働委員会の決定で存在でき
なくなったと強く主張している。しかし，既述のように，事態はまった＜
正反対であることを証拠が示している。自動車労働委員会の規則によって
取って代わられたのではなく，労使協議会制度はその規則に合わせるため
にごくわずかに変更されただけであり，変更されたとはいえ継続されてい
たのであって， したがって，被告がフォート・ウェイン工場で労使協議会
制度を制定したのと同じままであったことを示している。同制度を混乱さ
せるどころか，自動車労働委員会の禁止命令は，まさに被告によって設置
された労使協議会制度の力を示すのに役立ったのである。
2 1936年の従業員代表の選挙
自動車労働委員会は全国産業復興法が違憲であったという最高裁判所の
裁定で終わった。 1935年に選出されるか，指名された従業員代表の任期は，
1936年4月に切れることになっていた。以上の 2つの要因は，当然のこと
ながら1936年の選挙に関する疑問を生ぜしめた。 1936年3月11日の工場協
議会の会合において，選出された従業員代表はこの問題を取り上げ，選挙
が開催されるということに同意すると述べている。それに答えて，工場長
は1936年3月5日付けの被告副社長からの手紙を読みあげた。
「約9年前にフォート・ウェイン工場の従業員は， 1919年以降他のハ
ーヴェスターの工場に導入されているのと同じ工場協議会を従業員の要
求と96%の賛成票で導入した。引き続き，その時点から従業員代表が選
出された。」
「1年前，従業員と当社の双方の同意のもと，ローズヴェルト大統領
によって任命された自動車労働委員会が1年任期の従業員代表を選ぶ選
挙を監視し，このようにして選出された代表と少数派の指名された代表
の資格が保障された。」
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「この昨年のやり方はそれまでとは若干異なっていたので，新しい選
挙が近づくと今回の選挙はどのようになされるべきなのかという問題が
生じた。」
「フォート・ウェイン工場の従業員に当社の方針と従業員代表の選挙
に対する姿勢を十分に理解してもらうために，あなたがこの手紙を次回
の工場協議会の会合に提出することを要望したいと思う。」
「経営側は，次回の選挙に関するすべての問題は，従業員代表によっ
てその選挙区の従業員との相談の上で決定されるべきだと希望している
ことを記録に留めてもらいたい。ここでいう問題とは，選挙の日時と方
法，選挙区の数，資格，代表者の数，任期，選挙の監視などである。当
社は，これらの手続きにいっさい関与しないし，代表者を選ぶ方法につ
いては従業員に完全な自由を与える。」
「工場協議会制度の実態は，正式に選出された従業員の代表と当社の
代表が相互の利害に関する問題を討議し，考えを交換し，互いの見解を
確認し，すべての問題を調整する方法と手段を開発するために会合でき
ることを当社が承認する手段を提供するものである。」
「それは，この重要な制度とそれが継続された精神であって，手順の
詳細ではない。我々はハーヴェスターの従業員が一般に工場協議会制度
の例外的な価値を認識すると信じているし，ハーヴェスターは従業員が
同制度を切望するような方法で制度を続けることにおいて協力する準備
ができている。」
このような手紙に従って，次に従業員代表は既述の1936年選挙を行った。
組合に加入していたことで，自動車労働委員会から指名された従業員代
表は，選挙に参加することを拒否した。なぜなら，彼らは，選挙が政府
の監督下にある工場から離れた場所で行われるべきであると信じていた
し，彼らが工場協議会が経営側によって支配されていると感じていたか
らである。
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1935年に選出された従業員代表，換言すれば労使協議会制度に賛同し
ていた従業員代表は， 1936年3月11日の工場協議会会合の何日か前に，
上で引用したジョーンズの手紙の日付の後でこの計画がなされることを
経営側から知らされていた。この情報は指名された代表，あるいは組合
の代表者には伝えられなかった。これらのことを示唆する多くの証拠が
ある*'。 3月11日の工場協議会会合の前になされた選出された従業員代
表の行動の多くは，以上のような仮定の下でのみ説明がつくー一過去に
は工場協議会が選挙や工場内の選挙区改正などを監督していたのに対し
て，彼らの監督の下で選挙の準備がなされていたと―。だが，ここで
は経営側がそのようなやり方で従業員代表とともに密かに参加していた
ことを指摘する必要はない。経営側がいかに徹底的に労使協議会制度を
支配していたか，そして同制度が経営側の産物であると考えられるかを
明示するのにジョーンズの手紙以上のものは必要ない。手紙は次のよう．． 
に述べている。「経営側は，次回の選挙に関するすべての問題は，従業員
代表によってその選挙区の従業員との相談の上で決定されるべきだと希. . . . . .  . .  . .. . . 
望していることを記録に留めてもらいたい（強調は我々による）」 *2。こ
の口調は，被告が最も良く知っている理由で従業員の賛同を得たことを
示している。従業員が同制度に十分な関心を持っていたとしても，変更
についての相談を保証することを示すものはどこにもない。手紙は，1927
年に従業員に与えられた同制度が，被告の利益がそのように指図した場
合には変更されるという意味では，依然として被告の財産であるという
事実を確認しているのである。
（注記*1 : 1936年2月29日に，選出された従業員代表で，秘書を務め
ていた人物が次のように証言している。彼は，次の選挙について，労使
関係部のある人物とフォート・ウェイン駅に停車中の客車（個室）で会
話した内容を証言していた。
「それで，選挙の手順を従業員代表に委任するつもりだ， とその人物
はいったのですね。」
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「彼は，『そうなるだろう，他の工場の従業員と同じように，君たちに
委任されるだろう』といいました。」
「彼がいったように委任されましたか。」
「選挙に関してはそうなりました。」）
（注記*2 : 注記では，次のような従業員代表の秘書の証言を，労使関係
部のある人物の会話と比較することを指摘している。この労使関係部の人
物は，秘書との会話の中で，選挙の実施が従業員に委任されたと述べてい
t・ '-0 
「もし従業員が選挙に関して完全な支配権を持つようになれば，会社
の代表と選挙について議論する必要をどう思いますか。」
「彼が私たちに話すまで， どうすればいいのか分かりません。」）
被告は，同制度が過去に形成された時と同じように，またしても手紙で
それを停止し，従業員に引き渡されたと強く主張している。この主張に賞
賛すべき点はない。手紙それ自体は，そこから経営側が身を引くと主張し
た制度の唯一の局面が選挙手順であったことを示しているだけである。 5
番目のパラグラフはこの点をはっきりと示している。
「経営側は，次回の選挙に関するすべての問題は，従業員代表によって
その選挙区の従業員との相談の上で決定されるべきだと希望していること
を記録に留めてもらいたい。ここでいう問題とは，選挙の日時と方法，選
挙区の数，資格，代表者の数，任期，選挙の監視などである。当社は，こ
れらの手続きにいっさい関与しないし，代表者を選ぶ方法については従業
員に完全な自由を与える。」
そして制度のこの局面に関してさえ，上で示したように，選挙手順は， 1936
年度の選挙が1935年以前に行われていた選挙と実質的に異なっていないこ
とを示している。
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手紙の他の部分と選挙後の出来事は，決定的に制度がまだ効力を持って
いることを示している。交渉グループは依然として「フォート・ウェイン
工場協議会」と呼ばれ，その第107回目の定例会合は1936年4月8日に開催
されている。その議事録は「ハーヴェスター労使協議会制度，フォート・
ウェイン工場」—1919年に発表され， 1927年にフォート・ウェイン工場
で制定された制度は「ハーヴェスター労使協議会制度」と呼ばれた―と
いう見出しを付けられている。工場協議会の組織は同じままであり，その
手順と活動は変わっておらず，議事録の形式も同じままであった。
D 労使協議会制度のもとでの「団体交渉」
労使協議会制度の活動範囲が述べられ，そのメカニズムも詳述された。
同制度を取り巻く状況は，結果として生じた団体交渉と同制度の評価で完
全なものとなろう。
昨年度の工場協議会議事録を調べれば，ほとんど例外なく，工場協議会
と従業員代表によって処理された問題が，工場とその周辺の労働条件の些
細な諸局面に関係していたことを示している。そういった事例は，すでに
見てきたが，昨年度の各会合の分析は理解の助けとなろう。 1935年4月か
ら始まる12回の会合において，工場の安全要因について長い討議がなされ，
運動競技についての報告やクレジット・ユニオンの報告もあった。事前会
合と関係する未解決事項もすでに述べた性格のものであって，工場とその
周辺の労働条件だけを扱っていたに過ぎない。これらの 4つの項目 安
全，クレジット・ユニオン，運動競技，未解決事項—は，工場協議会の
各会合で扱われる型通りの問題であり，それらは型通りの方法で処理され
ていた。「新しい経営情勢 ("NewBusiness")」は次のような事柄を含んで
いた。 4月―雁用管理者は，質問に答える中で，休暇制度における些細
な問題を明確にした。 5月（通常の会合，注記によれば，臨時会合では自
動車労働委員会が工場協議会の組織化に関して提起した問題が処理され
た)-f足業員共済組合の理事会構成員である従業員代表は，同理事会の
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最近の会合を再検討している。従業員代表の一人（組合員の代表）によっ
て発案された賃上げ要求が議論された。 6 月~斤しいものはなかった。
7 月~営側がコミュニティー募金に対する工場での懇願に関する質問
に答えている。 8 月~情をフォアマンと処理する際の取り扱いで必要
とされる臨機応変さについて簡単な議論がなされている。議長が，全国労
働関係法を説明し，議事録にも公表された。 9 月一~事前会合においてエ
場長と論じられたいくつかの項目が検討された。10月―9月とほぽ同じ。
工場のそばを通る道路の交通事情が特に検討された。 11月一一~しい副議
長の選挙がなされた。議長によって社会保障法が話題にされた。 12月―
検査部の機能について検査主任 (ChiefInspector)の講演があり，エドガ
ー・A・ゲスト (EdgarA. Guest)の詩の朗読もなされた。 1月一一計画
部のメンバーが工業における計画化について話をした。社会保障法につい
て議長がさらに話題とした。 2月―議長より休暇制度に関する変更が公
表された。冶金部長の鋼鉄製造に関する講演があった。 3月一ー 駐：車場問
題と1936年の選挙実施が話題となった。工場監査役が経理に関する講演を
行った。
賃金問題に限っても，そこには本来の意味からする団体交渉はほとんど
あるいはまったくといっていいほどなかった。工場における賃金変更に関
する経緯は次の通りである。 1931年11月に，そして再び1932年10月に，フ
ォート・ウェイン工場の賃金は被告によって引き下げられている。労使関
係部の部長は，こういった賃下げが従業員代表によって「いやいやながら
も同意された」と述べているが，不況によってなされ，全社規模でなされ
た賃下げは，それについての交渉の結果として生じたものでなかったこと
は注意しておかねばならない。他の工場の工場協議会でも同じような論議
があり，そこでも賃下げが結果としてもたらされていた。全国産業復興法
の通過後に，賃金は以上の賃下げの修復策の 1つとして10%引き上げられ
た。この修復はフォート・ウェイン工場に限定されたものではなかった。
自動車産業規約が効力を発した後，賃金と労働時間に変更があり，これら
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の変更が工場協議会で「討議された」。 1934年3月に，従業員代表は15%の
賃上げを求めた。被告は，工場協議会での若干の論議の後に， 5%の引き
上げを提案し，それが受け入れられた。その後まもなく，自動車商業会議
所 (AutomobileChamber of Commerce)は労働時間を40時間から36時
間に削減するよう勧告した。被告は，時間短縮が達成されたものと扱い，
工場協議会ではそれを実施する方法を論じていた。それ以上の調整は自動
車産業規約が拡張された1935年2月以降になされ，経営側がその提案を提
示し，それが受け入れられたのである。これらすべての変更はフォート・
ウェイン工場の工場協議会で討議されたが，類似の変更が同じく自動車公
正労働規約の下で操業していた被告のスプリングフィールド工場でもなさ
れていたことは重要である。以上の経緯は，工場協議会での討議が，この
時期の賃金と労働時間に関してほとんど影響をもたらしていなかったこと
を多くの点で示している。そして，たいていの場合，実際の変更は被告に
よって定式化された計画の結果であり，大部分が当該産業の規約によって
動機づけられていたが，それらは工場協議会という手段を通じて効力を発
揮していたのである。
1935年5月に，組合員であった従業員代表の一人が，選出された従業員
代表と相談することなく，工場長との事前会合において15%の賃上げを求
めた。工場長は，この問題を選出された代表者と話し合うようアドバイス
している。この従業員代表はそのようにし， 10%の賃上げ要求が決定され
たのである。選出された従業員代表は指名された代表のそういった要求を
支持することに同意し，要求は生活費の増大に合わせ，それ基づいて1935
年5月15日の会合においてなされた。工場長は，この問題を検討するのに数
週間を要するが，賃上げには何ら正当性を見出せないと語った。労使関係
部からの代表である議長は，シカゴ本社の経営陣に対して賃上げ要求を知
らせるべきだとし，「もしすべての事実が安全に保たれ，経営側が賃上げは
今回認められないと決定したなら，従業員代表と従業員は決断が徹底的な
研究とすべての問題の完全な調査後にのみなされたと感じるようにしなけ
84 (952) 第 44巻第 6 号
ればならない」，と述べている (Bd.Ex.43,21ページ）。次の会合において議
長は，現在，特に最近起きた種々の個人別の調整を鑑みれば，現在経営側
は賃上げが正当ではないと感じていると報告した。選出された代表者は，
その後続けられた話し合いで要求を支持せず，提案は取り下げられたので
ある。議長はそれから，「これまで二度フォート・ウェイン工場の協議会の
会合に出席できたことはこの上ない喜びであった。自分の意見では，すで
にフォート・ウェイン工場協議会において明らかにされている精神に示さ
れるように，経営側と従業員の間に継続的な協力と理解で多くの前進が見
られたことは明臼である」と述べていた (Bd.Ex.44,15ペー ジ）。
以上のように， 1927年以降，選出された代表者は賃金と労働時間に関し
てたった一度だけ有益な変更を要請したに過ぎなかった。不況期と全国産
業復興法の下で自動車産業規約が導入された時期を通じて，その要請は選
出された従業員代表が一般的には賃金と労働時間に関して交渉すべき工場
協議会に対して行った唯一の試みであった。 1935年の要請は，組合の代理
を務める，そして明らかに労使協議会制度と対立する指名された代表者に
よってされた。労使協議会制度がフォート・ウェイン工場で運用されて以
降，賃金や労働時間，そして労働条件に関してさえ，何の協約も結ばれて
いなかったのである。
以下の証言は，「交渉した」問題に関する意義深い論評である。 1932年以
降工場協議会とかかわっていた従業員代表の秘書は，彼が提出していた最
も重要な要求は何であったかという質問に，「私は経営側に毎週ペイント・
プースのペイント格子を塗り替えるように依頼しました」と答えている。
工場協議会が従業員のために得た最も重要なことで，経営側が応じるべき
であったがそうしなかったのは， 1934年の 5%の賃上げであった。提案さ
れてから許可されるまでに最も長い期間を要した要求は，金属を酸で洗う
部屋から蒸気を排除する方法に対する要求であった。少なくとも1933年以
降の工場協議会で，別の従業員代表が彼の選挙区の従業員のために獲得し
た最も重要なものは，冷水クーラーであった。
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IV結論
ー
全国労働関係法の条項の下で労使の協議会制度の合法性を検討する前
に，それが従業員を代表する方法として持っている価値を決定する目的で，
同制度を分析することが有益であろう。同制度は，それによって「従業員
によって選出された代表者が，相互に利害のある問題を検討する際に，経
営側と同等の発言権と投票権を持つ」手段を提供しようとするものである。
したがって，全国労働関係法でいうところの「労働組織 (labororganiza-
tion)」である。同法は，「労働組織」という言葉を制定法の解釈上，第2条
第5項で次のように定義している。「従業員が参加し，苦情，労働争議，賃
金，賃率，労働時間，その他の労働条件に関し，使用者と協議することを
その目的の全部または一部とする，あらゆる種類の組織，代理機関，従業
員代表制度」，と。だが，本当の意味で，ハーヴェスター労使協議会制度は，
従業員を代表する制度，団体交渉の効果的な方法とみなせるのであろうか。
あるいは，逆に，それは従業員がその使用者と同じ立場で交渉できるよう
にする重要で価値ある何かを所有しているという考えを，従業員に抱かせ
るように意図された機構以外の何ものでもないのではないだろうか。そう
することで，従業員は外部労働組合の訴えに抵抗することに十分満足する
のではないだろうか。被告がその各工場で同制度の制定を確保しようとし
た巧みで，丹精込めた取り組みと，今日まで同制度を奨励し，保護してき
た非常な気遣いは，少なくとも，この国での組織化に向けた労働者の闘争
の歴史に精通した人に対して，注意して吟味すべき対象となりうる。
これまでのところで見てきたように，集団としての従業員は，彼らが自
分たちの代表者を選出する時に，同制度と直接関係を持つことになる。し
かし，このような年1回の選挙が終わってしまえば，従業員は集団として
86 (954) 第 44 巻第 6 号
は次の年まで同制度にいかなる直接的な関心も持たなくなる。従業員は，
自分たちが選んだ代表者に指示し，次に彼らから情報を得，あるいは集団
としての自分たちに影響を与える問題を考えるために集団として代表者と
会合を持つこともない。同制度の採択以降，これまでのところ現実的な問
題を巡って，あるいは同制度の変更の適否に関して選挙が行われたことは
なかった―それぞれの選挙はただ制度の下で代表者を選出する目的のた
めだけに行われてきた。そしてこのような選挙においてさえ，投票での関
心は人間に向けられるだけで，現実の問題に向けられたものではなかった
ー一候補者は何の公約もなかった。同制度の機能における集団としての従
業員の役割は，この点では取るに足りないものであった。
労使協議会制度における主要な役割は工場協議会が担っていた。同制度
の規定で述べられているように，工場協議会は従業員代表に「相互に利害
のある問題を検討する際に，経営側と同等の発言権と投票権を」提供しよ
うとするものである。名目上は，この目的にみごとに適合している。経営
側代表と従業員代表が厳粛な工場協議会の席に着き，相互に利害のある問
題を話題として討議し，双方が同じ票数つまり 1票ずつを持って，投票に
よってそういった問題を決定するのである。だが，経営側代表は彼らの上
司である工場長から独立してその判断をしていないことは明らかである。
工場長の決定は彼らの決定であり，そのことからも工場協議会が権力を所
有している組織とは別物であるとする考え方は偽りである。それは工場長
と従業員代表との会合以上の何ものでもない。もし工場長が要求を認めれ
ばそれが実施されるのである。もし認めなければ，実際上その問題は終わ
ったものとなる。社長への訴え，合同協議会 (GeneralCouncil)の召集，
そして経営側が黙殺する仲裁への訴えといった手の込んだ仕組みは，ただ
単に平等性の錯覚を創り出すためだけのものである。（注記によれば，合同
協議会や仲裁といった手段は利用されたことはなかった。）全段階におい
て，経営側は自分たちの自制と自身の良心の命令だけで，「イエス」あるい
は「ノー」をいうだけの問題である。さらに，この制度全体の考え方は，
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集団としての従業員の直接的な行動に訴える代わりに，使用者と従業員と
の間の自由な討議に基づくことを争議を処理する方法としている。それは，
十分な情報を与えられた従業員代表と経営側代表との理性的な論議を前提
としている。それにもかかわらず，最も誠実な従業員代表さえ絶望的に不
利な立場にいることは明らかである。一方の側には，経営情勢に関する情
報を統計的にも事実としても完全に所有し，巨大で能率的な組織の諸資源
に命令することが可能な経営側代表がいる。他方の側には，その仕事経験
から得る以外の情報を持たない従業員代表がいるのである。被告ほどの規
模の組織で，賃金や労働時間，そして全般的な労働条件を決定するという
複雑な問題に関する理性的な論議は，こういった状況下では不可能である。
従業員代表の唯一可能な武器ー一外部にいる専門家の援助—は，経営側
が財布のひもを支配しているため，事実上否定されているのである。フォ
ート・ウェイン工場の従業員代表は一度も専門家の支援を受けたことはな
い。最後に，どういった問題であれ行き詰まった場合には，従業員代表は
何もすることができない。資金もなければ，支えてくれる組織もなく，大
衆の支持もないのである。
（注記は，以上の点を，次のような証言と比較せよ，としている。
「シュロックさん（組合の委員長），あなたの議長への回答を，従業員
代表はストライキを打つことなど考えもしていないと理解したのです
が，それでいいのでしょうか。」
「その通りです。大衆集会なしにそのようなことを行うことはできま
せん。 9年も10年も大衆集会がなかったのですから，ストライキを打つ
ことなど不可能です。」
「もしストライキを打つ場合，誰がそれを命じるのですか。」
「誰もできないでしょう。何の組織もないのですから。」）
労働条件にかかわる基本的な点が変更される方法は，労使協議会制度が
真の団体交渉を提供していなかったことを示している。このような変更は，
8 (956) 第 4 巻第 6 号
既定の決定として工場協議会にほぽ一律に「発表される」。そういった変更
の公表は，工場協議会のためではなく経営側のためである。例えば， 1935
年8月14日の会合では，従業員代表は取締役会によってなされた年金制度の
変更を知らされている。 1934年3月30日の会合でも，従業員代表は週36時間
制が採用されるであろうことを知らされている。 1935年11月13日の会合で
は，従業員代表は社会保障法の通過によって「当社がその年金制度を修正
する必要」があることを知らされている。そして，「修正が最終的に決定さ
れた際には，工場協議会に即座に通知される」ことも告げられていた (Bd.
Ex.49,16ページ）。時間研究に基づいた手当が経営側によって準備され，次
に従業員代表に説明されたが，それはただ彼らが手当の複写を求めた後の
ことであった。いくつかの事例では，従業員代表は，特定の経営側の政策
の欠点を指摘し， したがって，これらの諸側面に「注意の焦点を当ててい
る」。だが，工場協議会が変更をなす代わりに，経営側はそういった問題だ
けを次に検討し，工場協議会にその解決策を発表した。このようなやり方
を拡大することで，今まで経営側によって労働時間，賃金あるいは雇用情
勢に関連する協約を従業員と結んだことはなかった。そういった分野にお
けるどのような拘束力がある約束からも自由になり，そうすることで望む
変更を思いのままになしうるようにしておくことで，経営側は同時にその
従業員に対し集団的な労働協約の利点を与えなかったのである。その結果
として，従業員は実体ではなく，名ばかりの団体交渉を持つことになった
のである。
経営側の他の行為は，労使協議会制度が真の団体交渉をもたらすものと
見なせないことを示している。被告に雇用されていた金型打抜エ (die
sinkers)は外部労働組合に属している。彼ら金型打抜工は，同制度の下で
代表権を持ち，従業員代表の選挙に参加している。それでも，被告はしば
しば組合員である金型打抜工の代表者と会見し，彼らに影響を与える労働
条件について話し合っている。被告は，このようなやり方は従業員のどの
ような集団とも，いかなる問題についても自由かつ快く会合し，交渉する
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準備ができているという永続的な当社の方針と一致していると述べてい
る。それにもかかわらず， もし同制度がフォート・ウェイン工場の従業員
に効果的な交渉機関を真摯に提供するよう意図されねばならないものな
ら，このような行為がその目的と矛盾していることは明確である。なぜな
ら，同制度の基礎にある方針は，そのような行為と直接対立しているから
である。また，指名された従業員代表が事前会合において，フォアマンの
一人が公然と反労働組合的な言葉を口にし，そして工場長補佐がそれを調
査し，フォアマンの態度を改めるであろうと述べていたという事実を持ち
出した後で，指名された従業員代表との個人的な協議において，工場長補
佐はその直後に工場協議会にそのような問題を持ち込まないように頼み，
それは彼を「困難な状況」に置くことになったが，その代わりにそういっ
た問題を持ち出さないように個人的に要請し，その上で出席するとしたの
である。このような要請は，明らかに制度が依拠している根本的な政策と
逆のものであった。
最後に，制度は独立した財政的支援の手段を持っていない。選挙には参
加する従業員も会費は払っていない。その全出費と必要物のすべては，被
告によって賄われている。従業員代表は被告から賃金分を払い戻してもら
っている。経営側によるこういった労使協議会制度への完全な支援は，そ
こから直接的には2つの結果をもたらしている。同制度を団体交渉を機能
させる方法と考えれば，このような支援の結果は，経営側が従業員の代わ
りに交渉するとみなされている機関に支払うということである。被告は，
他の企業との取引で類似の状況には耐えられないであろう。労使関係部の
部長は，被告の販売代理人の一人が，手数料は公には認められていたとし
ても，被告が購入する材料に関する手数料を受け取っている状況が存在す
るのを許すのを想像することができなかったと証言している。このような
財政的支援が，独立した従業員代表制や真の団体交渉と両立しない理由を
求める必要はない。従業員代表が次のように証言している。
90 (958) 第 44巻第 6 号
「あなたは仕事に対して支払ってくれる人に忠誠心を持ちますか。」
「私はその人のために良い仕事をしようと思います。」
さらに，同制度の他の諸側面と関連させることで，このような経営側の支
援は「労せずに得る利益」に関する議論を納得させることで外部労働組織
の利点の公正な検討を難しくする巧妙な方法である。自動車労働委員会選
挙の間に，工場協議会候補は選挙運動ビラを配布した。そこには，彼らが
望んだ一覧-+分な生活賃金，安定した仕事，最良の労働条件，そして
「経営側と交渉するために， ドアがいつも開いていること」ー~を述べた
後に，「我々が望まないのは，こういった特典に対して支払わなければなら
ないこと」としている (Bd.Ex. 40)。従業員代表は上記の内容を次のよう
に説明している。
「そうですね，我々はそこで団体交渉を持っていますし， もしあなた
がそういいたいのであれば，何もしないでそれを手に入れましたね。私
は工場の平均的な労働者は，その大部分が知性の面では，平均以上であ
ると思いますね。」
被告の考え方は，組合に加入した時には「ハンクは 5ドルを無駄にした」
と信じるフォアマンのそれと同じである。
2番目の結果も同じぐらい重要である。このような労使協議会制度に対
する完全な支援は，その存在を完璧に被告の意志のもとにあるものにして
しまう。もし被告が支援の撤回を選択すれば，同制度はすぐに崩壊する。
もし被告が支援を続けるなら，制度は継続する。団体交渉に代わる従業員
代表制が継続するかどうかについての選択は，従業員ではなく，被告がな
す選択である。
これまでのところ，我々は「ハーヴェスター労使協議会制度」あるいは，
ただ単に「制度」として被告のフォート・ウェイン工場における従業員代
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表制と団体交渉のシステムについて述べてきた。その制度は，すでに指摘
したように，従業員に配られる小冊子で最初に具体化されている。時間の
経過と経験を通じた制度の展開で，当初のシステムの変更と慣習となった
新しい方法や諸側面の両面が小冊子に加えられた。いくつかの変更は意図
的になされたもので，それは選挙手順の局面における1936年の変更がまさ
にそれである。（注記によれば， 1935-36年には自動車労働委員会の活動に
よって一時的な変更が見られた。）だが，小冊子，慣習，意図的な変更によ
る新機軸といったものはすべて，経営側と交渉するという目的のために存
在する従業員代表制を構成する内容である。（注記によれば， 1936年にも新
入社員には小冊子が配布されており， 1935年にはそのコピーが指名された
従業員代表にも渡されていた。）同制度のすべてが印刷物化されていないと
いう事実は，この事件とは何の関係もない。従業員と経営者の双方は，同
制度が何を意味するのかを知っている。 1936年のジョーンズ副社長の手紙
は，次のような表現を含んでいた。「我々は，ハーヴェスターの従業員が一
般に工場協議会制度が持つ独特の価値を認識していると信じている」。そし
て副社長にとっては，このような表現が平均的な従業員に十分理解できる
と考えたと想定しなければならない。工場協議会の議事録における1936年
の選挙告示は，「ハーヴェスター労使協議会制度」という表現を使っている。
それは，同制度が導入された時に使われたままの表現であった。審問当時
にフォート・ウェイン工場に存在していた従業員代表制，そして経営側と
交渉する手続きを記述するためにこの委員会が「ハーヴェスター労使協議
会制度」という表現を使っていることは，このように経営側と従業員側双
方の理解ならぴに実践と一致しているのである。
I 
我々は，これまでのところで見出された事実を考應に入れて，労使協議
会制度の全国労働関係法の下での合法性の検討に移らねばならない。第8
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条第2項は，「あらゆる労働組織の結成もしくは運営に対し，これを支配し，
これに干渉すること，あるいは財政的支援，その他の支援を与えること」
を不当労働行為であると宣言している。
まず最初に，被告が制度を考案し，それを公表し，そして運営されるよ
うにしたことを思い起こさねばならない。それは，従業員ではなく被告の
制度として始まったのである。それは被告の制度であり続けている。その
すべての維持費，全出費は被告によって負担されている。従業員の代表を
務めることを託されている人々は，このような立場で行う業務に対して被
告から支払われている。被告はこのような財政的支援を認めてはいるが，
次の理由で全国労働関係法を侵していない，と強く主張もしている。(1) 第
8条第 2項の但し書きは，正確に解釈すれば，従業員代表に給与面での損
失なしに全任務の遂行を許可する方法を認めている。したがって，彼らは
次のような活動が，経営側との協議を含まないにしても選挙区の従業員と
連絡を取ったり，彼ら自身の会合など，労使協議会制度に関連した業務に
費やされた時間に対して通常の給与で支払われるのである。なぜなら，そ
のような業務はその後経営側と従業員代表が従業員のことを十分理解した
上で協議することを可能にするからである。だが，但し書きは次のような
明確な表現でこのような解釈を否定している。すなわち，「使用者が，従業. . . . . ..
員と就業時間中に協議するために，従業員が失う時間または給与を補償す
ることを妨げない」（強調は我々による）。上院委員会の報告書は，「t幻霞中
の通常の給与を受け取る権利」（強調は我々による。上院教育・労働委員会
の報告書第573号， 10ページ一注記）とし，従業員代表に給与の損失なしで
経営側と直接協議することを但し書きが認めているわけではないのであ
る。 (2) 被告はさらに第8条第 2項が，被告が労使協議会制度に財政的支
援を与え，その運営に付随する支出を負担することは禁じていない，と強
く主張している。なぜなら，同制度は労働組織ではないし，第8条はただ
「労働組織」への財政的支援を禁止しているだけだからである。同制度は，
それが合法的な存在—同制度は会員を持たず，法人としての存在でもな
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いが，ただ単に諸実践の総体である―としての役割を演ずることができ
る会員組織ではないという点で，労働組織ではないとしている。団体交渉
メカニズムとしての同制度の有効性に関して，この認識は重要である。し
かしながらそれは，「使用者と協議することをその目的の全部または一部と. . . . . . . . . . . . . . . . 
する，あらゆる種類の組織，代理機関，従業員代表制度」（強調は我々によ
る）をも含められるように，全国労働関係法で使われる「労働組織」とい
う用語を定義している第2条第5項の表現からすれば，議論は取るに足ら
ないものとなる。「労働組織」という言葉がその普通の意味では使われてお
らず，特に専門的な意味で，ただ単に制定法の立案者の目的と第8条第2
項の禁止条件を包括的なものとする目的で使われていることは明白であ
る。ここでいう禁止条件は，それ自身が真の組織であったか否かにかかわ
らず，真の労働組織に取って代わるか，あるいはそれになりすます傾向が
あるどのような制度にでも当てはまるように意図されたものである。要す
るに，「労働組織」という用語は，被告が今まさに我々に対して熱心に主張
している論戦を避けるために定義されたものである。
被告の労使協議会制度に対する寄与は，財政的支援にのみ限定されてい
るわけではない。その社長，副社長，労使関係部の部長，工場長—一一実際
その重役と管理職層全体—は，絶えず同制度の価値を激賞していた。そ
の経済生活がこのような賛辞を行う人たちのなすがままにある従業員は，
その賛辞の意味を理解し損ねたのである。そして，経済的な検討は措くと
しても，そういった経営指導層の賛辞は多くの従業員とその家族に同制度
を推薦することが確かなことになった一「ヒューバート・スタンリー卿
の認可は真の賞賛である」。もう 1つの領域，団体交渉の外見上の形式に対
する手の込んだまやかしと周到な支持によって，被告は同制度を従業員の
福祉とモラールを改善し，それで能率を向上させようとするさまざまな有
益な活動~ クレジット・ユニオン，アスレチック協会，年金
制度，安全施策など―と組み合わせ，従業員の目から見てこれらの給付
に対する多くの信頼を得たのである。このようにして，従業員にとって本
94 (962) 第 44巻第 6 号
質的に有利なものと実際にはそれらの創出や運営に関してほとんどあるい
はまったく役立っていなかった団体交渉システムを結ぴつけることが，同
制度を支持し，同制度を「支援」する従業員に対する「拘束力」を形成し
たのである。もし，被告がクリスマス・ポーナスを始めようとし，その配
分のために従業員代表を指名すれば，その不適切さはより明白であろう。
同じようなやり方と巧妙さで，被告は労使協議会制度の手順を支配して
いる。労使関係部は，絶えず監視することで統制している。同制度の通常
の運営は，注意深く設定された多くのチェック手段――—事前会合，議長と
秘書を経営幹部が務めること，より上級の経営層への上訴などの手段ー―-
によって，どの方向にでも舵がとれるようになっている。今や，こういっ
た変更は，つまり上記の変更は， もし経営側が「その願望を述べたいと望
む」ならなされるであろう。
このようにして，労使協議会制度は完全に経営側の産物である。従業員
との関係で，被告は持株会社—アスレチック協会，年金制度，休暇制度
は運営会社—であるかのようにみなされるかもしれない。ハーヴェスタ
一労使協議会制度は，ただこれらの被告によって支配された子会社の 1つ
である。同制度をそのようなものとして支配することによって，被告は，
第8条第2項とまった＜逆方向に行動し，全国労働関係法の第7条で保証
された権利の行使で従業員に干渉し，抑制し，そして強要していることに
疑問の余地はない。
我々は，被告の前述の行為が通商と通商活動を圧迫し，妨害する労働争
議に導く傾向があることを見出した。
被告は，その1927年の開始以降ずっと，そのフォート・ウェイン工場に
おいて同制度を支配してきた。今日，そのような支配は全国労働関係法違
反である。その違反を終わらせ，さらにフォート・ウェイン工場の従業員
に団体交渉として全国労働関係法によって保証された自己組織化と代表者
の自由な選択権を確保するために，委員会は被告がフォート・ウェインエ
場において団体交渉のための機関としての労使協議会制度からすべての認
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証を引き上げ，その従業員の代表としての労使協議会制度を解体すること
を命じる。このような解体は，この事件での唯一の効果的な救済策である。
この事件については， 1935年12月7日に判決が下りた (1N.L.R.B. l)ペン
シルヴェニア・グレイハウンド社事件， 1935年12月31日に判決が下りた (1
N .L.R.B. 97)クリントン綿工場事件， 1936年5月12日に判決が下りた (1N. 
L.R.B. 699)ウィーリング・スティール社事件， 1936年6月12日に判決の下
りた (1N.L.R.B. 929)アーシン靴製造会社事件を参照のこと。
法的結論
事実に関する既述の調査結果に基づいて，委員会は以下のような法律に
基づく結論を下した。
1 「ハーヴェスター労使協議会制度」として知られているフォート・ウ
ェイン工場における従業員代表制と団体交渉は，全国労働関係法第2条
第5項でいうところの労働組織である。
2 このような「ハーヴェスター労使協議会制度」の運営への支配と干渉，
そしてそれに対する財政的およびその他の支援によって，被告は全国労
働関係法第8条第2項でいうところの不当労働行為を犯してきたし，現
在も犯している。
3 上記に設定した処理によって，被告は全国労働関係法第 7条で保証さ
れた権利の行使で従業員を干渉し，抑制し，そして強制してきたし，全
国労働関係法第8条第1項でいうところの不当労働行為を犯したし，現
在も犯している。
4 前述の不当労働行為は，全国労働関係法第2条第6・7項でいうとこ
ろの通商に影響を与える不当労働行為である。
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調査結果から得られた事実と法律の結論に基づいて，そして全国労働関
係法第10条第c項に従って，全国労働関係委員会はここに被告ハーヴェス
ターとその役員と諸機関が以下のようになすべきことを命令する。
1 労働組織を結成，加入もしくは支援すること，従業員自身が選択した
代表者を通して集団で交渉すること，そして団体交渉あるいはその他の
相互の支援もしくは保護の目的のための活動に従事するといった自己組
織化の権利の行使において，従業員を千渉し，抑制し，あるいは強制す
ることを止めること。
2 従業員の労働組織の結成あるいは施行を支配したり干渉すること，も
しくはそれに対して財政的あるいは他の支援を提供することを止めるこ
と。
3 全国労働関係委員会が全国労働関係法の政策を実施しているとみなし
うる以下の差別撤廃措置をとること。
(a) 苦情，労働争議，賃金，賃率，労働時間，労働条件に関して被告と
交渉する目的を持った，フォート・ウェイン工場の従業員の代表する「ハ
ーヴェスター労使協議会制度」からすべての認証を引き上げること，そ
して，そのような代表機関としての「ハーヴェスター労使協議会制度」
を完全に解体すること。
(b) フォート・ウェイン工場のすべての部門の目立つ場所に， (1) 「ハ
ーヴェスター労使協議会制度」は解体されたこと，そして被告がそれに
与えてきたどのような承認も控えることを知らせる掲示を張り出すこ
と，そして(2)このような掲示が少なくともその掲示日より308間連続し
て掲示され続けること。
